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1. 調達件名 

独立行政法人日本芸術文化振興会 移転先事務所フロアスイッチ一式の調達 

 

2. 調達の概要 

2.1. 目的 

独立行政法人日本芸術文化振興会（以下「振興会」という。）では、国立劇場閉場

に伴い事務所移転を行う。移転先事務所で業務を行うためには、振興会 LAN 環境の整

備が必要となる。 

本調達は、必要な振興会 LAN 環境整備のうち、各フロアのネットワーク機器やクラ

イアント機器の収容、基幹スイッチとの中継、ネットワーク機器への電源供給等を担

うためのフロアスイッチを導入するものである。 

 

2.2. 用語の定義 

用語 定義 

納品 

受注者が調達物品の搬入・設置・動作確認等及び成果物の

作成等の作業を行い、振興会の検収のために引渡しができ

る状態にすること。 

納入 振興会による検収が終了し実利用可能な状態にすること。 

振興会ネットワーク 振興会が業務を行うために整備した全ての通信環境（WAN

及び LAN）、ネットワーク基盤システムの総称。 

振興会 LAN 環境 振興会の業務拠点ごとのローカルエリアネットワーク。 

本調達では、移転先事務所内のものを指す。 

基幹スイッチ 別途調達する、移転先事務所におけるコアスイッチ。 

無線 LAN システム 別途調達する、移転先事務所における無線 LAN 環境を実現

するための機器やサービスの総称。 

運用管理支援業者 別途契約している、振興会情報システム全般の運用管理業

務、職員に対する支援業務等を実施する事業者。 

 

2.3. 業務の概要 

本仕様書に定める機器の調達、設置、設定を行い、振興会 LAN 環境へ接続し正常稼

働させるまでを行う。設定内容は振興会と協議の上で決定する。 

また、納入機器に対して、納入後から 60 か月間の製品保守サービスを提供する。 

調達、導入、保守の一連の業務を遂行するに当たっては、運用管理支援業者と十分

に連携・協力し、作業を進めること。 
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2.4. 納入物 

2.4.1.調達物品 

項番 項目 内容 

1 フロアスイッチ（アップリンク：光対応） 16 式 

2 フロアスイッチ（アップリンク：UTP 対応） 2 式 

3 モジュール、ケーブル、設定ファイル保存媒体 必要数 

 

2.4.2.納入成果物 

(1) 成果物 

項番 項目 提出期限 

1 実施計画書 契約後 2週間以内 

2 設計書（パラメーターシート含む） 設計完了後 

3 作業手順書・作業結果報告書 
作業開始 1週間前迄 

及び作業後 1週間以内 

4 論理接続図 調達物品の納品迄 

5 物理配線図 調達物品の納品迄 

6 納入機器一覧 調達物品の納品迄 

7 機器取扱説明書 調達物品の納品迄 

8 運用管理手順書 調達物品の納品迄 

9 業務完了報告書 検収後 

 

(2) 成果物の要件 

①  受注者は、(1)に示す成果物を各提出期限までに振興会に提出し承認を

得ること。また、全ての成果物の承認後には書換えが不可能な電磁的記録

媒体（DVD-ROM、CD-ROM 等）に収録し、2部以上提出すること。 

②  納入成果物は、全て日本語で作成すること。ただし、日本国においても、

英字で表記されることが一般的な文言については、そのまま記載しても

構わないものとする。また、情報処理に関する用語の表記については、原

則として日本産業規格（JIS）の規定に準拠すること。 

③  各ドキュメントには表紙、ページ番号、目次を付す等、目的の項目が見

付けやすくなるよう配慮すること。必要に応じて、掲載ページ番号を付し

た用語集やドキュメント内・ドキュメント間のリンクを付けるなど、見や

すさ・扱いやすさに配慮すること。 

④  電磁的記録媒体に保存する形式は、PDF 又は Microsoft 365 デスクトッ

プアプリで扱える形式とする。項番2、4、5、8についてはMicrosoft Word、

Excel、又は PowerPoint 形式とし、振興会で加工できるようにすること。
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ただし、振興会が別の形式による提出を必要とした場合は、振興会と協議

の上、対応すること。 

⑤  本調達において提出する全ての成果物について、事業者固有の専門的

な用語は極力使用しないこととし、使用せざるを得ない場合には、用語の

説明を記述する等、理解しやすい成果物にすること。 

⑥  電磁的記録媒体により納品するに当たり、不正プログラム対策ソフト

ウェアによる確認等により、納入成果物に不正プログラムが混入するこ

とのないよう、適切に対処すること。 

⑦  本仕様書に記載する納入成果物以外にも、必要に応じてドキュメント

の提供を求めることがあるので、振興会と協議の上、対応すること。 

 

(3) 成果物の内容補足 

① 実施計画書 

振興会ネットワークの安定した稼働及び業務の継続に影響を与えるこ

とがないよう、安全で確実な導入計画を策定し、計画書として示すこと。

以下の内容を盛り込むこと。 

・ 作業体制表 

・ 導入スケジュール 

・ 作業計画の概要 

② 設計書（パラメーターシート含む） 

本調達機器に設定するパラメーターの値、設定ルール等を示す詳細な

設計書を提出すること。 

③ 作業手順書・作業結果報告書 

導入計画に基づき、作業を円滑に遺漏なく実施するための手順書を提

出すること。以下の内容を盛り込むこと。 

・ 作業手順書（作業当日スケジュール、切戻し手順を含む。） 

・ 稼働テスト計画書及び手順書（動作確認チェックリストを含む。） 

・ 作業・稼働テスト結果報告書 

④ 論理接続図 ⑤物理配線図 ⑥納入機器一覧 

ネットワーク構成図、機器一覧、機器構成図、機器配置レイアウト図、

機器ラック搭載図、ポート接続図、配線図等、機器構成管理のために必要

なドキュメントを提出すること。 

⑦ 機器取扱説明書 

本調達機器の取扱説明書を提出すること。 

⑧ 運用管理手順書 

本調達機器及び構成に係る運用管理業務の円滑な遂行を担保するため

の手順書を提出すること。以下の内容を盛り込むこと。 
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・ 保守体制表（連絡窓口、保守フロー等） 

・ 機器運用手順（起動、シャットダウン、リストア等） 

・ 障害発生時の対応フロー（ループ発生時の復旧手順、代替機・修理完

了後の機器への設定手順等含む） 

・ 法定停電時の対応手順 

⑨ 業務完了報告書 

検収後、全ての作業を完了したことを報告する報告書を提出すること。 

 

2.5. 納入期限 

令和 9（2027）年 4月 30 日 

 

2.6. 納入場所 

東京都千代田区九段南 2丁目 1番 21 号 きんでん九段ビル 

 

3. システム要件 

納入する機器は、以下の要件を満たすこと。 

記載する要件は必須の要件のみである。必須の要件は必要とする最低限の要件を示

しており、提案機器の性能、機能及び技術等がこれを満たしていないと判定がなされた

場合には不合格とする。 

 

3.1. 包括的要件 

(1)  提案（本調達の受注者選定手続き過程において、納入予定物品を提示すること

をいう。以下同じ。）する機器は、原則として提案時点で製品化されており、か

つ製造・販売が継続中であること。 

(2)  提案時点で製品化されていない機器によって応札する場合には、本仕様書の

要件を満たすこと及び納入日までに製品化されて納入完了できることを書面に

より証明すること。 

(3)  納入する機器について、納入日までに後継機種等が発売されることが明らか

になり、当該機器の納入が困難になった場合には、後継機種等が本仕様書の要件

を満たすことを書面（様式自由）により証明し、振興会の承認を得た上で後継機

種等に変更すること。 

なお、本項事由により機器が変更となった場合の契約金額の変更には、原則と

して応じない。 

(4)  納入する機器は、市場に流通しているメーカーの純正品又は推奨品であるこ

と。製品を改造（加工を施し搭載する等）したもの、ショップオリジナル製品、

中古品、事故品、展示品、新古品等については、これを認めない。 

(5)  提案する機器について、構成品一覧（メーカー型番が分かる品目表）を提示す
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ること。 

(6)  納入する機器及びその構成品は同一メーカーの製品に統一し、本体機器、モジ

ュール、ケーブル等は種類ごとに型番・スペックを同一とすること。 

(7)  ソフトウェアは、原則として納品時点で最新バージョンであること。ただし、

振興会がバージョン等を指示した場合はそれに従うこと。 

(8)  本仕様書に基づく納入物品について、万が一製品に欠陥が発見された場合に

は、令和 9（2027）年 4月 30 日までに対処すること。 

(9)  「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリーン購入法）」に

基づく基本方針に適合した製品（「環境物品等の調達の推進に関する基本方針」

において該当の特定調達品目に対して規定されている基本方針に適合した製品）

や、EU RoHS 指令に対応した製品など、環境基準に対応した製品を選択すること。 

 

3.2. ハードウェア要件 

3.2.1.全台共通要件（1台当たりの要件） 

(1)  移転先における振興会 LAN の構成は「別紙 移転先事務所振興会 LAN 構成概

要図」に示すとおりである。これを基に適切な機器を選定、提案すること。 

(2)  「10/100/1000BASE-T（RJ-45）」（準拠規格：IEEE 802.3ab）のポートを 16

ポート以上有すること。 

(3)  全ポートでオートネゴシエーション機能を有すること。 

(4)  全ポートで PoE+給電（準拠規格：IEEE 802.3at）に対応していること。ポ

ートごとに給電の有効/無効が設定できること。 

(5)  装置全体の最大供給電力が 240W 以上（8ポート以上で同時に PoE+給電が可

能）であること。 

(6)  SNMP エージェント機能を有すること。 

(7)  SSH 及びコンソール接続にて管理のための接続ができること。 

(8)  初期パスワードを無効化し、英大文字・英小文字・数字・記号を組み合わせ

た 12桁以上のパスワードを新たに設定できること。 

(9)  ループガード機能を有し、接続配下でループ構成を検知した場合には当該

ポートをリンクダウンさせる機能を有すること。接続機器（基幹スイッチ等）

において同様のループガード機能が動作する場合に、競合を回避できること。 

(10) リンクダウンさせたポートを、一定時間（300 秒以上）又は任意の指定時間

経過後に自動的に復旧する機能を有する、又は実装することが可能なこと。併

せて、手動により復旧させる機能も有すること。復旧に当たっては他のポート

の稼働状態に影響を及ぼさないこと。 

(11) ループ構成の検知・対応処理の実施による機器の安定稼働への影響が生じ

ないこと。 

(12) 利用しない機能及びポートの有効／無効を設定できること。 
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(13) 設定ファイルを筐体内又は常時接続の外部記録媒体（SDカード・USB メモリ

等）に保有しており、起動時には最新（停止直前）の設定情報が自動的に読み

込まれ、稼働開始できること。 

(14) 設定ファイルを外部記録媒体（SD カード・USB メモリ等）に保存可能である

こと。設定変更を行った際には、当該媒体に記録した設定情報が自動で上書き

保存される、又は手動で上書き保存が可能なこと。故障時の機器交換の際など

には、当該媒体から設定を読み込むことで容易に稼働再開が可能であること。

利用可能な媒体（アクティブ機 1 台当たり 1 つ以上、又は全台共通で 1 つ以

上）を本調達に含めること。 

(15) 電源は AC100V（50Hz/60Hz）対応であり、プラグ形状は NEMA 5-15P（15-125V 

平刃形）であること。 

(16) 外形寸法が 450mm（幅）×330mm（奥行）×44.45mm（高さ）以内であること。 

 

3.2.2.フロアスイッチ（アップリンク：光対応）要件（1台当たりの要件） 

(1)  「3.2.1.全台共通要件」(2)に示すポート以外に、「1000BASE-SX（2連 LC）」

（準拠規格：IEEE 802.3z）のポートを 2ポート以上有すること。接続を可能

とするためにモジュールが必要な場合は、該当するモジュールを本調達に含

めること。 

(2)  壁面に対して平行に設置が可能であること。 

(3)  動作環境条件として、動作可能温度が 0℃（以下可）～50℃（以上可）の範

囲、動作可能湿度が 90％（以上可）であること。 

 

3.2.3.フロアスイッチ（アップリンク：UTP 対応）要件（1台当たりの要件） 

(1)  19 インチラックへの固定設置が可能であること。 

(2)  動作環境条件として、動作可能温度が 0℃（以下可）～40℃（以上可）の範

囲、動作可能湿度が 90％（以上可）であること。 

 

3.3. 信頼性要件 

(1)  終日電源が投入された状態で保守期間内の使用に耐え得るに十分な信頼性を

確保していること。 

(2)  全社的に製品の信頼性を確保するための品質管理体制を有していること。こ

の体制には、万一機器に欠陥が発見された場合に、直ちに対応策がとれることを

含む。 

(3)  提案する機器は、「3.システム要件」と同等の機能を有する機種において、過

去に出荷・稼働実績及び十分に高い信頼性を有する標準的な既製品又はその後

継製品であること。 

(4)  機器は、設置から保守期間満了まで、当該機器及びそれを構成する部品（消耗
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品を含む。）の調達が保証されること。 

 

3.4. システム中立性要件 

(1)  本調達機器については、運用管理支援業者が障害発生時の復旧対応や日々の

稼働状況確認を行う。本調達で納入する各種ドキュメントは他業者が保守管理

を行うことに配慮した記述とすること。 

(2)  保守期間終了後に本調達と同等の内容にて機器の更改を行うことを想定し、

納入する各種ドキュメントには、詳細な設定情報を記載すること。 

(3)  機器が更改される際、特定の機器、技術及びソフトウェアによる更新が事業継

続の必須条件とならないようにすること。 

(4)  別に移転先事務所に設置する他のネットワーク機器（基幹スイッチ等）と依存

関係にないこと。 

 

4. セキュリティ要件 

4.1. 基本要件 

 セキュリティ対策は、「政府機関等のサイバーセキュリティ対策のための統一基準

（令和 7年度版）」に示されるセキュリティ対策事項を実現する上で必要となる対策

が実施できるよう、対応可能機器を導入すること。実施するセキュリティ対策につい

ては振興会と協議の上、決定すること。 

 

4.2. 権限要件 

本調達機器へのアクセスを業務上必要な者に限るため、振興会と協議の上、適切な

権限設定をすること。 

 

4.3. 脆弱性対策 

納品日までに本調達機器（ソフトウェアを含む。）にセキュリティに関する問題が

確認された場合には、メーカーからセキュリティパッチ等が無償で提供されない場

合であっても、受注者の負担において対応すること。問題が確認された時点で速やか

に振興会に報告及び対策案を提示し、振興会の了承を受けた上で実施すること。 

 

5. 作業要件 

5.1. 作業体制、スケジュール 

(1)  本調達の確実かつ円滑な実施を担保するため、作業体制表、導入スケジュール

を含む「実施計画書」を契約後 2週間以内に振興会に提出し承認を得ること。 

(2)  作業体制表の作成に当たっては、作業責任者、役割、連絡先を明確にすること。 

(3)  日本語でのスムーズなコミュニケーションが可能な作業員による作業体制と

すること。 
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(4)  現地調査、設計、設定、搬入、設置、動作確認等の導入スケジュール（振興会

が行う検収期間を含む。）を作成し、振興会の承認を得ること。 

(5)  「実施計画書」の修正及び見直しが必要となる場合は、速やかに修正版を提出

し、振興会の承認を得ること。 

(6)  各工程の状況把握、スケジュール管理、課題管理等を共有するための進捗報告

を含めた会議を適宜開催すること。 

 

5.2. 管理要件 

(1) 進捗管理 

・ 振興会の承認を得た「実施計画書」に基づき進捗管理を行うこと。 

・ 進捗状況及び進捗管理に是正が必要な場合には、その原因及び対応策を振

興会に提示し承認を得た後、速やかに是正すること。 

(2) 品質管理 

・ 振興会の承認を得た「実施計画書」に基づき品質管理を行うこと。 

・ 各工程の完了に伴い、レビューを行い、振興会の承認を得ること。 

・ 品質及び品質管理に是正が必要な場合には、その原因及び対応策を振興会

に提示し承認を得た後、速やかに是正すること。 

(3) リスク管理 

・ 各作業工程における目標の達成に対するリスクを最小限にすることを目的

としたリスク管理を行うこと。 

・ 技術的観点、財務的観点、進捗的観点、人為的観点、類似案件における経験

等により、プロジェクトの遂行に影響を与えるリスクを識別し、その発生要因、

発生確率、影響度等を整理すること。 

・ 整理した各内容について分析（監視・評価）、発生確率及び影響度に基づい

た対応優先度の決定、及び分析したリスクに応じた対応策の策定を行い、その

結果を速やかに振興会に報告すること。 

・ リスクを顕在化させないための対応策（対応手順、体制等）を策定しこれを

実施すること。必要に応じて継続的な対応を行うこと。 

(4) 課題管理 

・ プロジェクト遂行上様々な局面で発生する各種課題について、課題の認識、

対応案の検討、解決及び報告のプロセスを明確にすること。 

・ 課題内容、影響度、優先度、発生日、担当者、対応策、対応状況、対応結果、

解決日などの内容を一元管理すること。その他必要と考えられる項目につい

ても、管理すること。 

・ 積極的に課題の早期発見に努め、迅速にその解決に取り組むこと。 

・ 重大な課題が発生した場合には、速やかに振興会に報告し、対応策について

協議すること。 



11 
 

(5) セキュリティ管理 

各作業工程において、セキュリティに関する事故、障害等の発生を未然に防ぐ

こと。万一発生した場合には被害を最小限に抑えること。 

 

5.3. 作業基本要件 

(1)  本調達機器の事前稼働検証、設計、機器設定、ソフトウェア設定、設置場所へ

の搬入、据付、配線、調整、ネットワーク接続等、動作に必要な全ての作業を行

い、本調達機器及び振興会ネットワーク全体の動作確認を行うこと。作業範囲及

び接続構成は「別紙 移転先事務所振興会 LAN 構成概要図」を参照すること。 

(2)  受注者は、上記(1)を行うに当たり、各作業の実施前に「実施計画書」「設計書」

「作業手順書」等の成果物を作成し、事前に振興会と十分な打合せを行い、振興

会の承認を得た上で作業を開始すること。 

(3)  作業の実施に当たって、振興会ネットワーク、移転先事務所で他に稼働してい

る機器やシステム（ビル固有の設備を含む。）、振興会職員の業務に影響を与えな

いこと。また、振興会職員に作業を負担させることがないこと。 

(4)  振興会の了承した日時を除き、振興会ネットワーク等の全てのサービスを一

切停止することなく、本作業を行うこと。振興会ネットワーク等に影響を及ぼす

可能性がある作業を実施する場合には、事前に振興会と協議し、了承を得た上で

実施するものとする。その場合の作業時間は、原則として夜間時間帯（22時 00

分～6時 00 分内で振興会と調整）とする。 

(5)  上記(4)に示す作業以外の作業時間帯は、原則として土曜日・日曜日・祝日及

び年末年始（12月 29 日から翌年 1月 3日まで）を除く、平日 9時 30 分から 18

時 15 分とする。 

(6)  本仕様書に明記されていない事項であっても、本調達機器が正常稼働するた

めに必要な物品の用意、調整作業等については、受注者の責任において実施する

こと。 

(7)  作業の実施に当たって、運用管理支援業者及び他の機器・システムの保守業者

等に対し作業依頼や協力を得る場合は、振興会に事前に十分に説明を行い、了承

を得た上で各業者と調整すること。他業者の作業に係る費用負担については振

興会と協議の上、決定するものとする。 

(8)  受注者は本作業を実施するに当たり、法令に定められた手続が必要な場合に

は、関係各所に対し必要な手続を行うこと。手続完了後は振興会に報告すること。 

(9)  本作業により、本調達外の機器及びシステムに影響を与えた場合は、受注者の

責任及び負担において対処すること。特に、運用管理支援業者又は各機器・シス

テムの保守業者等に対して、本作業に起因して発生した不具合対応を含む不測

の作業を依頼する場合には、振興会及び各業者と協議し、受注者が費用を負担す

ること。 
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(10) 令和 9（2027）年 4月 30 日（予定）までは、「2.6.納入場所」において内装工

事が行われる。作業時において、入館手続や作業動線等の制限事項が生じる場合

があるので、振興会と協議の上、対応すること。 

 

5.4. 要件定義・設計 

(1)  「3.システム要件」に示す内容を踏まえ、振興会と協議の上、要件を整理、確

定すること。 

(2)  要件定義完了後、要件を満たすための設計作業を行うこと。設計書を作成し、

振興会の承認を得ること。設計書にはパラメーターシートを含むこと。 

(3)  フロアスイッチは、1フロア当たり 2式を用いて冗長構成で設計すること。冗

長方式は、2台に同じ設定を行い、1台は稼働状態（アクティブ）、1台は停止状

態（スタンバイ）で待機させるコールドスタンバイの方式とすること。 

(4)  以下のネットワーク機器と接続するための設計を行うこと。設計は、接続先ネ

ットワーク機器の構成を考慮し、適切に収容できるようにすること。 

・ 基幹スイッチ 2台（正・副構成） 

・ 無線 LAN アクセスポイント（PoE 給電） 

・ 島ハブ（エッジスイッチ） 

・ 複合機等のクライアント機器 

 

5.5. 構築・設定 

(1)  設計書の内容に基づき構築・設定作業を行うこと。動作に必要な全ての設定を

行うこと。 

(2)  主な設定内容は、IP設定、ループ防止設定、NTP 設定等である。 

(3)  振興会ネットワーク内の監視システム（移転先事務所サーバー室内に設置予

定）からの Ping を使った死活監視を常時可能にすること。SNMP、SYSLOG の設定

は不要とする。 

(4)  導入機器が有する又は実装可能な機能について、振興会に有用と思われるも

のについては積極的に提示し、要否について振興会と協議すること。必要である

と判断したものについては実装すること。 

 

5.6. 搬入 

(1)  搬入時は、搬入経路等の必要な場所に養生を施し、建物等を傷付けることがな

いようにすること。作業後は速やかに養生品の撤去を行うこと。 

(2)  梱包資材等のうち不要であるものは振興会にて処分する。受注者は要不要を

仕分けして振興会の区分に従って分別し、最小限にまとめること。 
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5.7. 設置・配線 

5.7.1.共通 

(1)  運用効率（ランプ確認、スタンバイ機への切替え、ケーブルの追加や交換、

将来的な機器交換等）を考慮した設置位置とすること。 

(2)  耐震性に十分配慮して固定すること。 

(3)  電源は振興会が指定したものを使用し、新たに電源工事は行わないこと。機

器の接続に必要な電源ケーブルは本調達に含めること。 

(4)  配線は作業性、美観、安全性を重視し、整理された状態とすること。また、

運用管理作業や通行の妨げとならないように束ねるなどの配慮を施すこと。 

(5)  アクティブ機の故障発生時等に、アクティブ機からスタンバイ機へ物理的

な配線の差し替えのみでスタンバイ機を稼働できるよう、設置位置やケーブ

ルの余長を考慮すること。 

(6)  接続したケーブル等にはラベル等により適切な表示を行い、接続元、接続先

の機器やポート位置等の識別ができるようにすること。ラベル等の資材は受

注者が用意すること。 

(7)  納入機器には、機器番号、IP アドレスを明記したラベルシールを貼付する

こと。ラベルシールの資材は受注者が用意すること。貼付内容及び貼付位置は

別途指示する。 

(8)  機器の発熱について設置場所の空調要件に配慮し放熱等の対策を行うこと。 

 

5.7.2.フロアスイッチ（アップリンク：光対応） 

(1)  2 階～5階及び 7階～10 階の各フロアの EPS 室に、1フロア当たりフロアス

イッチ 2台（アクティブ機、スタンバイ機）を設置すること。 

(2)  EPS 室の金属製レール等に取付板（木板等）を固定設置し、当該取付板に対

して平行になるようフロアスイッチ 2台を設置、確実に固定すること。既存の

取付板が流用可能な場合は、流用することを可とする。 

(3)  基幹スイッチ 2台（正系・副系）との接続を行うこと。接続に必要なケーブ

ルは本調達に含めること。接続範囲は以下とする。 

① 6階サーバー室のラック内に設置してある基幹スイッチのポート（2連LC）

と、同ラック内の光成端箱のポート（2連 LC）を光ケーブル（OM3 以上）で

接続する。 

なお、当該光成端箱は、各フロア EPS 室の光成端箱との間に光ケーブルが

配線（本調達の範囲外）されている。 

② EPS 室に設置したフロアスイッチ（アクティブ機）のアップリンクと、EPS

室内の光成端箱のポート（2 連 LC）を光ケーブル（OM3 以上）で接続する。 
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5.7.3.フロアスイッチ（アップリンク：UTP 対応） 

(1)  6 階のサーバー室内の 19 インチラックに、フロアスイッチ 2 台（アクティ

ブ機、スタンバイ機）を設置すること。 

(2)  ラックに機器が動かないようにネジ止め等で固定し、ラック正面、裏面の扉

を閉めた上で施錠ができるように格納すること。 

(3)  ラック内の設置位置は、運用効率のほか、他に設置するネットワーク機器を

含めて考慮すること。 

なお、フロアスイッチ設置時点では、WAN ルーターとそれに附随する機器、

及び基幹スイッチが設置されている想定である。 

(4)  設置したフロアスイッチ（アクティブ機）のアップリンクを、基幹スイッチ

のポート（RJ-45）と UTP ケーブル（カテゴリ 6以上）で接続すること。接続

に必要なケーブルは本調達に含めること。 

 

5.8. 稼働及び稼働テスト 

(1)  本調達機器を稼働させ、基幹スイッチとの接続を行うこと。 

(2)  本調達機器の稼働に際し、平常時の正常稼働、障害発生時の対処を含めた動作

確認、運用業務の手順確認などの総合的な稼働テストを行うこと。 

(3)  受注者側でテスト項目、テスト工程、チェック書式、想定結果等を示した稼働

テスト計画書及び手順書を作成し、振興会の承認を得ること。 

(4)  以下のようなテストを実施すること。その他必要と考えるテストがあれば積

極的に提案すること。 

① 基幹スイッチとの接続テスト。 

② ダウンリンク側の疎通テスト。 

③ 他セグメント及び他拠点への通信テスト。 

④ 機器の故障・リブート・停止、ループ発生時等を想定した障害時動作テスト。 

⑤ 監視サーバーとの接続テスト（死活監視）。 

⑥ 運用管理手順書に基づく運用テスト（障害時対応を含む。）。 

(5)  基幹スイッチの導入事業者と協力し、基幹スイッチの冗長構成との連係試験

を含めること。 

(6)  稼働テストの実施後、想定結果とテスト結果を突き合わせた確認を行い、その

結果を含めた報告書を振興会に提出すること。 

(7)  動作確認時に異常を発見した場合、原因を調査し、異常を取り除くこと。異常

の原因が、納入機器、設定の不備等の受注者の責に帰すべき理由に特定できない

場合は、振興会に詳細を報告、及び振興会の求めに応じて情報を提供すること。

また、振興会の指示に従い、本調達機器への設定作業等を行うこと。 
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5.9. 無線 LAN システム導入時の技術支援 

無線 LAN システムの導入時試験（接続試験・障害試験等）に際して、無線 LAN シス

テムの導入事業者と協力し、移転先事務所において技術支援を行うこと。作業は平日

日中（9時 30分～18 時 15 分）の 1日間を予定している。 

 

5.10. 管理者教育 

(1)  総務部情報推進課職員及び運用管理支援業者の計 5 名程度に対して管理者教

育を実施すること。 

(2)  教育は運用管理手順書に基づいて行い、機器の操作・運用、障害発生時や法定

停電時の対応方法等を指導すること。 

(3)  1 回の参集（WEB 会議での参集を含む。）での教育を想定すること。 

(4)  教育の開催に当たって必要な場所及び WEB 会議の場合の振興会側参加用機材

は振興会にて用意する。WEB 会議の場合に利用するサービスは振興会と協議の上

で決定し、原則として受注者が用意すること。 

(5)  教育実施担当者が WEB 会議で教育を実施する場合、実施担当者の環境（機器、

場所、ネットワーク等）は受注者にて用意すること。 

 

5.11. 検収 

納品後、振興会において受注者立会いの上、運用試験を含めた検収を実施する。 

なお、検収実施に際しては、振興会の負担を極力抑え、かつ必要十分な範囲の検証

ができる方法を提案すること。 

(1)  「2.4.2.納入成果物」に則って、成果物を提出すること。 

(2)  検査の結果、納品内容の全部又は一部に不合格品が発生した場合は、受注者は

直ちに修正を行った後、指定した日時までに納品を完了すること。 

 

6. 物品に附属する製品保守サービス要件 

6.1. サービス内容 

本仕様書において調達したフロアスイッチの本体機器及び機器に附随する構成品

（モジュール）について、製品保守サービスが附属されていること。 

 

6.2. 保守期間 

納入後から 60か月間とする。保守開始日は振興会と協議の上で決定するものとす

るが、納入日と保守開始日にブランクが生じる場合は、その間の期間に発生した保守

業務について、受注者の責任及び負担において対応すること。 

 

6.3. 保守体制 

受注者は、以下の保守体制を構築し、保守を行うこと。メーカーの保守窓口が要件
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を満たす場合は、メーカー保守窓口の明示による提案を可とする。 

(1)  障害発生時等に迅速な対応を可能とするため、一元的に保守業務の受付を行

う保守対応窓口を設置すること。 

(2)  メール又はセキュリティ対策の施された WEB フォーム、及び緊急時等におい

ては電話での受付が可能なこと。 

(3)  保守の受付時間は、土曜日・日曜日・祝日及び年末年始（12月 29 日から翌年

1月 3日まで）を除く、平日 9時 00 分から 17時 00 分までとする。 

(4)  日本語でのスムーズな対応が可能な保守員による保守体制をとること。 

(5)  「2.6.納入場所」に示す拠点に対し、保守対応が可能なこと。 

(6)  保守等業務を行うに当たって、メーカー等へのユーザー登録が必要な場合は、

登録情報について振興会と協議の上、受注者が登録作業を実施すること。 

 

6.4. 保守業務内容 

6.4.1.障害対応 

(1)  障害の発生した機器の修理、交換に対応すること。 

(2)  障害の発生した機器の代替機を、振興会の連絡を受けてから翌営業日以内

を目安として「2.6.納入場所」に示す拠点に提供すること。 

(3)  機器の修理完了後は、原則代替機と交換すること。修理が不可等の理由によ

り機器の交換対応となる場合は、代替機がそのまま利用できること。 

(4)  代替機及び交換機は、納入物品と同一の製品かつ良品であること。 

(5)  上記(1)～(3)を引き取りで行う場合に生じる交通費、運搬費等の費用は受

注者の負担とする。送付で行う場合に生じる送料等の費用は、元払いとする。 

(6)  修理作業は日本国内の拠点で行うこと。ただし、機器の交換対応とした場合

において、障害の発生した機器を再利用するための修理、部品の再利用、廃棄

についての作業拠点は国内外を問わないものとする。 

(7)  代替機、交換機、修理完了機の交換作業（設置、設定、接続、稼働確認等）

は「運用管理手順書」に基づき振興会が行うものとする。 

(8)  一連の障害対応に際して、障害の発生した機器及び代替機の中に含まれる

情報の漏洩や不正な改造が行われないこと。万が一問題が発生した場合は直

ちに振興会に報告を行い、被害の最小化に努め、再発防止策を講じること。た

だし、振興会を発着地とする機器の輸送中における責は問わないものとする。 

 

6.4.2.セキュリティ対応 

ソフトウェア（ファームウェア）のアップデート情報及び改訂版を提供すること。 

 

6.4.3.技術支援 

保守対象に関する技術的な質問に対応すること。 
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7. 契約条件等 

7.1. 知的財産の帰属等 

(1)  本調達の作業により作成する成果物に関し、著作権法（昭和 45年 5月 6日法

律第 48 号）第 21条、第 23 条、第 26 条の 3、第 27条及び第 28 条に定める権利

を含む全ての著作権を振興会に譲渡し、振興会は独占的に使用するものとする。

ただし、以下の場合を除く。 

①  納入成果物のうち受注者が権利を有する著作物（以下「受注者の既存著作

物」という。）が含まれる場合は、その「受注者の既存著作物」。ただし、受

注者が本件の契約前から権利を有するもので、受注者が範囲について振興

会の承認を得たものに限る。 

②  納入成果物のうち第三者が権利を有する著作物（以下「第三者の既存著作

物」という。）が含まれる場合は、その「第三者の既存著作物」。 

なお、受注者は振興会に対し、一切の著作者人格権を行使しないものとし、第

三者をして行使させないものとする。また、受注者が本調達の納入成果物に係る

著作権を自ら使用し、又は第三者をして使用させる場合、振興会と別途協議する

ものとする。 

(2)  成果物に第三者が権利を有する著作物が含まれているときは、振興会が特に

使用を指示した場合を除き、受注者は当該著作物の使用に関して費用の負担を

含む一切の手続を行うものとする。 

なお、受注者は当該著作権者の使用許諾条件につき、振興会の了承を得るもの

とする。 

(3)  本調達の作業に関し、第三者との間で著作権に係る権利侵害の紛争等が生じ

た場合、当該紛争の原因が専ら振興会の責めに帰す場合を除き、受注者は自らの

負担と責任において一切を処理するものとする。 

なお、振興会は紛争等の事実を知ったときは、速やかに受注者に通知するもの

とする。 

 

7.2. 再委託 

(1)  受注者が、本調達の全部又は一部を第三者に委任し、又は請け負わせること

（以下「再委託」という。）を、原則として禁止するものとする。ただし、受注

者が本調達の一部について、再委託の相手方の商号又は名称、住所、再委託する

理由、再委託する業務の範囲、再委託の相手方に係る業務の履行能力等について

提案時に記載し、振興会が了承した場合は、この限りでない。 

(2)  受注者は、再委託の相手方が行った作業について全責任を負うものとする。ま

た、受注者は再委託の相手方に対して、本仕様書「7.1.知的財産の帰属等」、「7.3.

秘密保持等」、「7.4.情報セキュリティに関する受注者の責任」を含め、本調達の
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受注者と同等の義務を負わせるものとし、再委託の相手方との契約においてそ

の旨を定めるものとする。 

(3)  受注者は、再委託先において採る情報セキュリティ対策について、振興会に報

告すること。 

(4)  受注者は、再委託の相手方に対して、定期的又は必要に応じて、作業の進捗状

況及び情報セキュリティ対策の履行状況について報告を行わせるなど、適正な

履行の確保に努めるものとする。 

また、受注者は、振興会が本調達の適正な履行の確保のために必要があると認

めるときは、その履行状況について振興会に対し報告し、又は振興会が自ら確認

することに協力するものとする。 

(5)  受注者は、振興会が承認した再委託の内容について変更しようとするときは、

変更する事項、理由等について記載した申請書を提出し、振興会の承認を得るも

のとする。 

 

7.3. 秘密保持等 

(1)  受注者は、本調達に係る作業を実施するに当たり、振興会から取得した資料

（電子媒体、文書、図面等の形態を問わない。）を含め契約上知り得た情報を、

第三者に開示又は本調達に係る作業以外の目的で利用しないものとする。ただ

し、次の①から⑤までのいずれかに該当する情報は除くものとする。 

① 振興会から取得した時点で、既に公知であるもの 

② 振興会から取得後、受注者の責によらず公知となったもの 

③ 法令等に基づき開示されるもの 

④ 振興会から秘密でないと指定されたもの 

⑤ 第三者への開示又は本調達に係る作業以外の目的で利用することにつき、

事前に振興会に協議の上、承認を得たもの 

(2)  受注者は、振興会の許可なく、取り扱う情報を指定された場所から持ち出し、

又は複製しないものとする。 

(3)  受注者は、本調達に係る作業に関与した受注者の所属職員等が異動・退職等し

た後においても、機密が保持される措置を講じるものとする。 

(4)  受注者は、本調達に係る検収後、受注者の事業所内部に保有されている本調達

に係る振興会に関する情報を、裁断等の物理的破壊、消磁その他復元不可能な方

法により、速やかに抹消するとともに、振興会から貸与されたものについては、

検収後 1週間以内に振興会に返却するものとする。 

(5)  受注者は、個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57号）及び振興会

が定めた「独立行政法人日本芸術文化振興会個人情報管理規程」等を遵守し、個

人情報を取り扱うものとする。 
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7.4. 情報セキュリティに関する受注者の責任 

(1) 情報セキュリティポリシー等の遵守 

受注者は、「政府機関等のサイバーセキュリティ対策のための統一基準(令和

7 年度版)」及び「独立行政法人日本芸術文化振興会情報セキュリティポリシー

（以下「セキュリティポリシー等」という。）」に従って受注者組織全体のセキ

ュリティを確保すること。「独立行政法人日本芸術文化振興会情報セキュリティ

ポリシー」は非公開であるが、「政府機関等のサイバーセキュリティ対策のため

の統一基準」等を、必要に応じて参照すること。「独立行政法人日本芸術文化振

興会情報セキュリティポリシー」については、契約締結後、受注者の求めにより

開示する。 

(2) 情報セキュリティを確保するための体制の整備 

(a)  受注者は、セキュリティポリシー等に従い、受注者組織全体のセキュリテ

ィを確保するとともに、振興会から求められた当該業務の実施において情

報セキュリティを確保するための体制を整備すること。当該体制には、識

別・防御・検知・対応・復旧を例とした、準備から事後処理に至る全般的な

インシデント対処プロセスを確立していることを含む。 

(b)  受注者は、本件業務の実施において、以下の対応を行うこと。 

・ 本件情報システムに対して振興会の意図しない変更が行われないこと

を保証する管理が、一貫した品質保証体制の下でなされること。また、当

該品質保証体制が、振興会の求めに応じて書類等で確認できること。 

・ 振興会情報システムに振興会支給外の端末を接続する場合には、適切

な情報セキュリティ対策が講じられた端末を用いること。また、対策の実

施状況については、振興会の求めに応じて説明が可能なこと。 

(c)  受注者は、自らの資本関係・役員等の情報、本件業務の実施場所、本件業

務に従事する者の所属・専門性（情報セキュリティに係る資格（情報処理安

全確保支援士等）・研修実績等）・実績及び国籍に関する情報提供を行うこ

と。 

(d)  受注者は、情報セキュリティに係る業務及び責務の遂行に必要な訓練等

を受講した者を、本件業務に参加させること。 

(e)  受注者は、セキュリティポリシー等に従い、情報セキュリティを確保でき

る環境において、本件業務を実施すること。 

(3) 情報セキュリティが侵害された場合の対処 

本調達に係る業務の遂行において、情報セキュリティが侵害され、又はその恐

れがある場合には、直ちに振興会に報告し、当該事象の解消に向けた措置を講ず

ること。これに該当する場合には、以下の事象を含む。 

① 受注者に提供し、又は受注者によるアクセスを認める振興会の情報の外部

への漏えい及び目的外利用 
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② 受注者による振興会のその他の情報へのアクセス 

③ 情報セキュリティが侵害され、又はその恐れがある事象が本調達に係る作

業中及び契約に定める契約不適合責任の期間中に発生し、かつその事象が受

注者における情報セキュリティ上の問題に起因する場合は、受注者の責任及

び負担において次の各事項を速やかに実施すること。 

a.  情報セキュリティ侵害の内容及び影響範囲を調査の上、当該情報セキュ

リティ侵害への対応策を立案し、振興会の承認を得た上で実施すること。 

b.  発生した事態の具体的内容、原因、実施した対応策等について報告書を作

成し、振興会へ提出して承認を得ること。 

c.  再発防止対策を立案し、振興会の承認を得た上で実施すること。 

d.  上記のほか、発生した情報セキュリティ侵害について、振興会の指示に基

づく措置を実施すること。 

(4) 情報セキュリティ監査の実施 

本調達に係る業務の遂行における情報セキュリティ対策の履行状況を確認す

るために、振興会が情報セキュリティ監査の実施を必要と判断した場合は、振興

会がその実施内容（監査内容、対象範囲、実施方法等）を定めて、情報セキュリ

ティ監査を行う（振興会が選定した事業者による監査を含む。）。 

(5) 履行状況の確認、改善 

(a)  受注者は、本件において講ずる情報セキュリティ対策その他契約の履行

状況について、定期的に報告すること。 

(b)  受注者は、本調達における情報セキュリティ対策の履行状況について振

興会が改善を求めた場合には、振興会と協議の上、必要な改善策を立案して

速やかに実施するものとする。 

 

7.5. 契約不適合責任 

受注者は、本調達について検査が完了した日を起算日として１年間、本調達に対す

る契約不適合責任を負うものとする。その期間内において契約不適合があることが

判明した場合には、その契約不適合が振興会の指示によって生じた場合を除き（ただ

し、本件受注者がその指示が不適当であることを知りながら、又は過失により知らず

に告げなかったときはこの限りでない。）、受注者の責任及び負担において速やかに

修正等を行い、指定された日時までに再度納品するものとする。なお、修正方法等に

ついては事前に振興会の承認を得てから着手するとともに、修正結果等についても

振興会の承認を得ること。 

 

8. その他の要件 

(1)  振興会は、受注者に対して本業務遂行に関して問題があると判断した場合、異議

を申し立てることができる。受注者は、振興会から異議申立てを受けた場合、受注
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者側で問題の把握、業務に携わる者の交代等改善策の検討を行い、振興会と協議の

上、改善策を実施すること。 

(2)  受注者は、本仕様書に疑義が生じた場合、本仕様書に依りがたい事由が生じた場

合、及び本仕様書に記載のない事項については、直ちに振興会と協議の上、解決に

向け両者とも最善の努力を行うものとし、独自の解釈によって行うことがないよ

う十分注意すること。 

(3)  受注者は、本仕様書に記載なき事項であっても、本業務遂行に必要と認められる

事項については、振興会と協議の上、誠意をもって対応すること。 

(4)  「IT 調達に係る国等の物品等又は役務の調達方針及び調達手続に関する申合せ」

（平成 30 年 12 月 10 日関係省庁申合せ、令和 7 年 7 月 1 日一部改正）に基づき、

サプライチェーン・リスクに関する対応を求められた場合、振興会と協議の上、対

応を行うこと。 
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